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添付 1.3.2-1

外部電源喪失に伴う原子炉スクラム及び格納容器隔離について 

 原子炉スクラムに係る論理回路及び格納容器隔離に係る論理回路は

原子炉保護系母線から給電されており，通常励磁回路で構成されてい

る（第1図，第2図）。 

 外部電源から給電されている場合，原子炉スクラム信号は，原子炉

水位低（レベル３）等の信号が発信した際に，原子炉スクラムに係る

論理回路が無励磁状態となることで発信する。また，格納容器隔離信

号についても，原子炉スクラム信号と同様，原子炉水位低（レベル３）

等の信号が発信した際に，格納容器隔離に係る論理回路が無励磁状態

となることで発信する（第2図）。 

 外部電源が喪失した場合，非常用電源から給電されるまでの間は非

常用母線が停電状態となることに伴い，原子炉保護系母線が停電する。

この際，原子炉スクラムに係る論理回路及び格納容器隔離に係る論理

回路が無励磁状態となるため，原子炉スクラム信号及び格納容器隔離

信号が発信する。この動作は，原子炉保護系母線が停電した場合におい

ても，原子炉施設が安全な状態となる設計（フェイルセーフ設計）に基

づくものである。 
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添付 1.3.2-2

第1図 外部電源から給電されている場合及び外部電源が 

喪失した場合の原子炉保護系母線２Ａの受電状態 
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添付 1.3.2-3

第2図 原子炉スクラムに係る論理回路 

及び格納容器隔離に係る論理回路の概要 
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３）等の信号が発信すると，原子炉保護系ロジックチャン

ネルのRy11～Ry22等の接点が開となり，Ry1～Ry2等の励磁
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び格納容器隔離信号が発信する。 

・この際，格納容器隔離系ロジックチャンネルは，原子炉保

護系ロジックチャンネルと同様の動作により，格納容器隔

離信号を発信する。アナログトリップ系原子炉 保護系

についても，原子炉保護系ロジックチャンネルと同様の

動作により，原子炉スクラム信号を発信する。 

・なお，格納容器隔離信号をリセットするためには，原子炉

保護系母線の電源を復旧する必要があるため，原子炉保護

系母線に給電するための遮断器を現場にて「入」とする必

要がある。 
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始時間は解析上の操作開始時間より若干早まる可能性があるが，可搬

型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）による原子

炉注水に移行するまでの期間は原子炉隔離時冷却系により原子炉注水

が確保されていることから，評価項目となるパラメータに与える影響

はない。 

操作条件の可搬型代替注水中型ポンプを用いた代替格納容器スプレ

イ冷却系（可搬型）による格納容器冷却は，運転員等操作時間に与え

る影響として，実態の操作開始時間は解析上の操作開始時間よりも遅

くなる可能性があるが，この場合でもパラメータが操作実施基準に到

達した時点で開始することで同等の効果が得られ，有効性評価解析に

おける格納容器圧力の最大値に変わりがないことから，評価項目とな

るパラメータに与える影響はない。 

操作条件の残留熱除去系による原子炉注水及び格納容器除熱は，運

転員等操作時間に与える影響として，実態の操作開始時間は解析上の

操作開始時間よりも早くなる可能性があるが，この場合には，格納容

器除熱の開始が早くなることで格納容器圧力及び雰囲気温度の上昇は

緩和され，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

（添付資料 2.3.1.5） 

(3) 操作時間余裕の把握 

操作開始時間の遅れによる影響度合いを把握する観点から，評価項目と

なるパラメータに対して，対策の有効性が確認できる範囲内での操作時間

余裕を確認し，その結果を以下に示す。 

操作条件の直流電源の負荷切離操作（中央制御室）は事象発生から 1 時

間経過するまでに実施し，直流電源の負荷切離操作（現場）は事象発生か

「2.3.1　全交流動力電源喪失（長期ＴＢ）」より抜粋
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ら 8 時間後に実施するものであり，準備時間が確保できることから，時間

余裕がある。 

操作条件の逃がし安全弁（自動減圧機能）の手動操作による原子炉減圧

（可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）による原

子炉注水）は，可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬

型）の準備完了後に実施するものであり，評価上は余裕時間を確認する観

点で事象発生の 8 時間後に準備が完了するものとしており，低圧代替注水

系（可搬型）の準備に要する時間は 3 時間程度であることから，時間余裕

がある。 

操作条件の可搬型代替注水中型ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷

却系（可搬型）による格納容器冷却は，事象発生の約 13 時間後に実施する

ものであり，低圧代替注水系（可搬型）と同じ可搬型代替注水中型ポンプ

を使用し，評価上は余裕時間を確認する観点で可搬型代替注水中型ポンプ

の準備完了を事象発生の 8 時間後と想定しており，準備時間が確保できる

ことから，時間余裕がある。 

操作条件の残留熱除去系による原子炉注水及び格納容器除熱は，非常用

母線の受電後に実施するものであり，評価上は事象発生の 24 時間後に非常

用母線の受電操作が完了する想定としており，準備時間が確保できること

から，時間余裕がある。 

（添付資料 2.3.1.5） 

(4) ま と め 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等

操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作

時間余裕を確認した。この結果，解析コード及び解析条件の不確かさが運


